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　2011年の東日本大震災に併せて起きた福島原発事故以来、日本の電力事情は切迫した
問題である。その電力問題解決の可能性の一つとして挙げたいのが海洋エネルギー発電で
ある。自然エネルギーを使ったこの発電方法は日本の風土とも合った発電方法と考えられ
る。本研究では、海洋エネルギー発電のなかでも特に海流発電に注目し、この発電方法の
実現可能性と課題を検証したい。以下では、まず第 1節で、海流発電の概要を述べた後、
その環境への影響（第 2節）と発電コスト（第 3節）について、他の再生可能エネルギー
等との比較を交えながら、検証する。海流発電の実験段階から困難な問題と認識されてい
るのが、その設置場所である。特に漁業関係者の了解を得ることが重要な課題と考えられ
る。そこで第 4節では漁業補償の問題を論じる。
1．海流発電とは
　1─1．概要
　海流発電とは、海流から生まれる運動エネルギーを電気エネルギーに変換するという発
電方式である。海底にタービンを設置し、海流の力でタービンを回転させ発電する。
　たとえば、海流発電の実用化に取り組んでいる株式会社ノヴァエネルギーが現在計画し
ている発電所は、長さ 25m直径 17mの水中プロペラ 4基を、水深 120mに対応するスパ
ー型の浮体にとりつけたものを 1台の発電機（出力 2000kw）とし、この発電機を 20台
設置することで 40万 kw級の発電を行う。
　この発電方法は海流の速度が大きなところが望ましい。日本はもともと島国であり、排
他的経済水域面積は 447万 km2で世界第 6位である。さらに日本の海域には黒潮がある。
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この海流は幅 100kmと世界最大級であり、流速も速く、大規模発電所設置に適している。
　1─2．長所と短所
　海流発電がほかの自然エネルギーと大きく異なる点は供給安定性である。供給安定性の
欠如は、多くの自然エネルギー発電に共通する大きな欠点である。例えば風力発電でいえ
ば風が吹かない日もある、最近注目されている太陽光発電も曇りや雨の日では稼働できな
い状況が多い。これに対して、海流は流れが止まることはないため、安定した電力供給が
見込める。発電別の設備利用率を見てみると、陸上風力発電は 20％、太陽光発電は 12％
に対し、海流発電は 40～ 70％と大きな差がある。海流発電は、単にクリーンエネルギー
であるだけでなく、供給安定性に優れているため、ベース電源として原子力発電や火力発
電を十分に代替できる発電方法である。
　しかし短所もまた存在する。海流は大きな力を持って流れているため、発電機にかかる
力も大きくなり、発電機の維持費用も大きくなってしまう可能性がある。
　そして一番大きな障害が設置場所である。前述したとおり、世界最大級規模の海流であ
る黒潮があるので、地理的には、発電の適地は日本の領域内に数多くある。しかし、その
場所を実際に使うとなると問題になるのが漁業権である。日本は島国であり、そのため海
は漁業のためにずっと使われていた。その場所を発電場所として新たに利用するには、海
域の管轄者と既存の利用者の了解が必要となるが、これが難しいのである。海は同じ海域
でも管理する組織が複数あることが多い。例えば地方自治体、漁協、政府省庁などであ
る。それらのすべての組織に発電所の設置許可を取らなければいけない。
　この設置場所の問題は、すでに海流発電の実験段階でも影響を及ぼした。ベンチャー企
業「ジャイロダイナミクス」によると、実験場所を確保するためにこの 10年間で 30ヶ所
以上の地域と交渉を行ったが、実際に実験をさせてもらえたのは 2ヶ所だけだった。地方
自治体、漁協、関係省庁のうちひとつでも了解しなければ、実験は行えなかったのであ
る。
　1─3．日本における海流発電の開発の現状
　日本の海流発電開発は他国に後れを取っている。根本的な問題として、政府の技術開発
予算額はほかのクリーンエネルギー発電比較して極めて小さい。経済産業省「平成 24年
度　資源・エネルギー関連概算要求等の概要」によると、太陽光発電、風力発電、次世代
バイオマスエネルギーの技術開発予算額はそれぞれ 127億円、75億円、57億円であるの
に対し、海洋エネルギー発電に対する技術開発予算はわずか 21億円である。しかもこれ
は海洋エネルギー発電全体に対する予算額である。ここで海洋エネルギー発電というの
は、海流発電だけではなく、波の満ち引きを利用した波力発電、太陽の熱を浴びた海面と
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海底水の温度差の発電を利用した海洋温度差発電など、海洋エネルギーを利用するあらゆ
る発電方法が含まれている。このため、海流発電に対する予算額は 21億円のさらに一部
ということになる。海流発電の注目度はまだまだ低いのである。
　具体的な実現化への動きとしては、先述の株式会社ノヴァエネルギーの建設計画はあく
まで計画の提案であり、実用への道は遠い。一方、海外では韓国の電力会社とイギリスの
会社が、共同で 2015年までに 1MWクラスの発電パイロットを 300台設置する計画が進
んでいる。またそのイギリスの会社Marine Current Turbines社（以下、MCT社）は、す
でに出力 1.2MWの実証機の設置を終了している。このように世界全体では、実用化に向
けて大きな前進がみられる。
2．環境への影響
　2─1．概要
　海流発電の考えられるいくつかのデメリットをあげてきたが、もっとも考えなければい
けないのは、海洋の生態系への影響である。いくら CO2を出さないクリーンエネルギーと
いっても、他の環境の分野で悪影響を与えているならば、その優位性は失われてしまう。
　この節では、第 1節の最後に紹介したMCT社が実施した環境調査報告書（SeaGen 
Environmental Monitoring Programme Final Report）に依拠して、海流発電の環境への影
響を検証したい。MCT社の海流発電の環境評価は、イギリスのストラングフォード湾を
調査場所とし、海洋哺乳類、底生成物、鳥類の三つのカテゴリーに分けられた生物を調査
対象とするものである。
　注意として、MCT社の報告書では魚類に関する検証が行われていない。魚類への影響
は、日本の漁業産業に直接影響を及ぼす。したがって、海流発電の短所で論じた設置場所
の困難さの問題に密接に関係する。ただし、報告書では、海洋哺乳類（アザラシとイル
カ）への影響は報告されている。これらは海洋生態系の食物連鎖のトップに位置する動物
であり、それらが影響を受ける場合、生態系に大きな影響が及ぶ生物種（キーストーン
種）と考えられる。したがって、海流発電が海洋哺乳類に大きな影響を及ぼすならば、魚
類への影響や漁業への影響は大きく、そうでないならば、影響は小さいことが推察でき
る。
　2─2．海洋哺乳類
　第一の対象は海洋哺乳類である。MCT社の環境評価では、次の三種類の海洋哺乳類が
対象とされた。すなわち、1．ゴマフアザラシ、2．ネズミイルカ、3．ハイイロアザラシ
である。
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　これらの生物の実験海域における生活・行動の変化の検証結果を次ページの表 2─1に
示す。表の各質問は環境への影響の有無を問うものである。表 2─1に示されているよう
に、表中で YES（影響あり）と示された項目はただ一つである。それは、ネズミイルカ
が設置段階に湾内から姿を消してしまったことである。ただしネズミイルカは海流発電機
が作動を始めるころには湾内に戻ってきたことが報告されている。このことから、ゴマフ
アザラシ・ネズミイルカ・ハイイロアザラシの行動範囲において、発電タービンの作動は
大きな影響を与えないと考えられる。つまり、発電機設置によって生息域が変わることは
ないということである。これが魚類にも当てはまるとすれば、たとえ黒潮に発電機の設置
を行っても、魚類は生息域に変化が起きず、漁業への影響は大きくないことになる。
　2─3．底生生物に関する検証結果
　第二の対象は底生生物である。底生生物というのは、簡潔にいえば海底に生息する生物
の総称である。海藻やサンゴなども含む。また、その生物と共存関係にある生物も指す。
　この底生生物に対する発電タービンの設置に影響の検証結果が次ページの表 2─2であ
る。そこに示されているように、発電タービンの設置に伴った底生生物の生態系への影響
は報告されていない。
　2─4．鳥類に関する検証結果
　第三の対象は鳥類である。海中で運転している発電タービンとの関係はないが、海上に
出ている発電タービンを固定するためのブイなどの存在が、海洋にいる魚を餌とする海鳥
などに影響を与える可能性がある。表 2─3は、その検証結果を示している。
　鳥類において、発電タービンの設置は影響を与えた。いくつかの鳥類はタービンの設置
に伴って生息地を移動した。しかし総量としての鳥類の数は減っているというというデー
タはなかった。
　2─5．まとめ
　以上のように、MCT社の環境評価によれば、海流発電が海洋生態系に及ぼす影響は小
さく、その環境面への影響に関して、他のクリーンエネルギー発電と比べても特に留意す
べき点はないということができる。なお、この環境評価では、水流に関しても調査が行わ
れている。それによれば、発電タービンの設置後、ストラングフォード湾のなかの水流の
速度や流れの方向は大きな変化は見られなかった。水の流れは異物があるとそれによって
変化する。発電タービンを設置することで、黒潮の流れが変わるならば、期待された発電
量が得られない可能性がある。しかし、この検証結果は、そのような問題は起こらないこ
とを示唆している。
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表 2─1　海洋哺乳類に関する検証結果
問題提起 （実験の）
段階
結果 統計的に有意な変化は
現在データを基にした
基線から得られたか？
データの信憑性
※高・中・低で
表示
1．海洋哺乳類の生息密度や行動は発電
タービンによって生物学的に大きな変化
があったか？
設置 NO NO （ゴマフアザラ
シ／ネズミイル
カ・ハイイロア
ザラシ）中／低
初期運転 NO NO 中／低
運転 NO NO 中／低
2．発電タービンの作動はタービンが入
った直後の水の中で海洋哺乳類の目撃量
に重要な影響を与えるか？
設置 NO NO 中／中
初期運転 NO NO 中／中
運転 NO NO 中／中
3．発電タービンはネズミイルカをスト
ラングフォード湾から移動させたか？
設置 NO YES 高
初期運転 NO NO 高
運転 NO NO 高
4．発電タービンはストラングフォード
湾を通じたネズミイルカの自由な動きに
生物学的に重要な障害になっているか？
設置 NO YES 高
初期運転 NO NO 高
運転 NO NO 高
5．アクティブソナー・システムは、タ
ービンの 50m以内に、海洋哺乳類を見
つけることができるか？
設置 NA NA NA
初期運転 NO NA 高
運転 NO NA 高
6．海洋哺乳類が怪我しうる海域に入る
前に発電タービンの運転を止めることは
出来るか？
設置 NA NA NA
初期運転 NO NA 高
運転 NO NA 高
注： SeaGen Environmental Monitoring Programme Final Report p. 36, 39, 44, 47, 48, 57, 74, 75.日本語訳は鈴木徹に
よる。本節の以下の表も同じ。
表 2─2　底生生物に関する検証結果
問題提起 （実験の）
段階
結果 統計的に有意な変化は
現在データを基にした
基線から得られたか？
データの信憑性
※高・中・低で
表示
1．タービンの存在が起因で存在する底
生生物の集団の構造は生態学的に大きな
変化があるか？
設置 NO NO 高
初期運転 NO NO 高
運転 NO NO 高
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3．発電コスト比較
　海流発電の実現化を進める上で障害となるのが、その発電コストである。特に競合する
他の発電方法との関係が重要である。そこで本節では、海流発電の発電コストを他の非化
石エネルギーの発電コストと比較する。
　本研究のコスト比較の対象は、原子力発電、太陽光発電、洋上風力発電、そして海流発
電である。供給安定性に基づくベース電源としての発電である原子力発電、クリーンエネ
ルギーとしての代表例である太陽光発電、そして設置場所、クリーンエネルギーと海流発
電と共通点が多い洋上風力発電、それぞれ発電メリットに特徴があるこの三つの発電コス
トと海流発電を比べることとする。ただし、海流発電は実際の稼働は日本では行われてい
ないため、今後の技術向上を織り込んだ数値を用いることとする。
　費用の項目として挙げるのは「建設費（設置費用＋維持費）」、「人件費」、「修繕費」、
「諸費」、「燃料費」、「事故リスク対応費用＋追加的安全対策費用」、「年間発電量」、「発電
費用」である。用いたデータは、国家戦略室─政策─コスト等検証委員会報告1）、日本沿
岸域に適した低コスト潮流発電システムの開発2）を基にしている。また、以下の発電コス
トの計算では、全て小数点第 3位以下を切り捨てている。
　3─1．太陽光発電
　ここでの太陽光発電は、大規模な太陽光発電、すなわちメガソーラー発電とし、資料を
もとに出力 1200kW、設備利用率 12％、稼働年数は 25年と仮定する。
（1）建設費
　資料より出力 1kWにつき設置工事費用は 35万～ 55万円である。出力 1200kwの場合、
設置費は 4.2億～ 6.6億円、設備の廃棄費用 5％を考慮した合計は 4.2億～ 6.6億×1.05＝
4.41億～ 6.93億円とおくことができる。これより設備利用率 12％の出力 1200kwの年間
表 2─3　鳥類に関する検証結果
問題提起 （実験の）
段階
結果 統計的に有意な変化は
現在データを基にした
基線から得られたか？
データの信憑性
※高・中・低で
表示
1．発電タービンはストラングフォード
湾の海鳥の活動に生物学的に大きな影響
を与えていたか？
設置 NO NO 中
初期運転 NO YES 中
運転 NA NA NA
2．発電タービンはストラングフォード
湾で餌を探している海鳥を湾から遠ざけ
るか？
設置 NO NO 中
初期運転 NO YES 中
運転 NA NA NA
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発電量は、
1,200（kW）×12/100（設備利用率）×24（時間）×365（日）＝1,261,440kWh
となる。この発電プラントの稼働年数は 25年なので、これらを使って計算すると、
4.41億～ 6.93億÷126.1万 kwh÷25＝13.98～ 21.98円/kWh
となる。
（2）運転維持費
　同じく資料より人件費が 300万円／年なので、年間発電量で割ることで次が得られる。
300万円÷126.1万 kwh＝2.37円/kwh
（3）修繕費
　諸費が合計で設置費の 1.6％とされている。すなわち
4.41億～ 6.6憶×16/1000÷126.1万 kwh＝5.59～ 8.37円/kwh
（4）業務分担費は直接費（修繕費、人件費、諸費の合計）の 14％なので、
（5.59＋2.37）～（8.37＋2.37）×14/100＝1.11～1.50円/kwh
となる。
　以上より、発電費用は　上記の費用を合計して、
（13.98＋2.37＋5.59＋1.11）～（21.98＋2.37＋8.37＋1.50）＝23.05～37.1円/kwh
となる。
　3─2．原子力発電
　こちらも資料を参考に出力 120万 kw、設備利用率 70％、稼働年数 60年と仮定する。
（1）建設費
　資料より、1kwあたりの設置費用は 35万円であるので、設置費は 35万円×120万＝
420億円となる。また、資料より廃棄処理費用は出力 120万 kwの場合 680億円となり、
建設費用は合計 1100億円となる。設備利用率 70％の出力 120万 kwの発電所の年間発電
量は、
120万 kw×70/100×24×365＝73.584億 kwh
となる。この発電プラントは稼働年数 60年なので、これらを使って計算すると、
1100億円÷73.584億 kwh÷60年＝0.24円/kwh
となる。
（2）運転維持費
　資料より、人件費 23.7億円／年、修繕費は建設費の 2.2％／年なので、
420億円×22/1000＝9.24億円
となる。また、諸費は建設費の 1.9％／年なので、
420億円×19/1000＝7.98億円
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となる。これらを合計すると 40.92億円となる。これを年間発電量で割ると
40.92億÷73.584億 kwh＝0.55円/kwh
となる。
（3）業務分担費
　資料より業務分担費は直接費の 13.4％／年なので、
40.92億×134/1000÷73.584億 kwh＝0.07円/kwh
となる。
（4）燃料費
　燃料費のサイクル費用は三つのパターンがあるが、その三つの平均価格は 1.47円/kwh
である。
（5）事故リスク対応費用＋追加的安全対策費用
　資料より事故リスク対応費は 5兆 8318億であり、追加的安全対策費用は 194億円なの
で、合計すると 5兆 8512億円となる。それを年間発電量×稼働年数で割ると
5兆 8512億円÷73.584億 kwh÷60年＝13.25円/kwh
となる。
　上記の計算結果を合計すると、発電総費用が
0.24＋0.55＋0.07＋1.47＋13.25＝15.58円/kwh
と計算される。
　3─3．洋上風力発電
　資料を参考に出力 15万 kw、設備利用率 30％、稼働年数 20年と仮定する。
（1）建設費
　資料より、1kwあたりの設置費用は 28～ 70万円であるので、設置費は 424.5～ 1050
億円となる。また廃棄処理費用は設置費の 5％なので、4424.5～ 1050億×1.05＝45.725～
1102.5億円となる。これが建設費である。設備利用率 30％の出力 15万 kwの発電所の年
間発電量は、
15万 kw×30/100×24×365＝3.888億 kwh
となる。この発電プラントの稼働年数は 30年なので、これらを使って計算すると、
445.725～ 1102.5億円÷3.888億 kwh÷30年＝5.73～ 14.21円/kwh
となる。
（2）運転維持費
　資料より、人件費と修繕費は合計で建設費の 1.4％／年なので、
424.5～ 1050億円×14/1000÷3.888億 kwh＝1.52～ 3.78円/kwh
となる。また、諸費は建設費の 0.6％／年なので、
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445.725～ 1102.5億円×6/1000÷3.888億 kwh＝0.65～ 1.62円/kwh
となる。
（3）業務分担費
　業務分担費は直接費の 14％／年なので、
（1.5285＋0.65509）～（3.78086＋1.62037）÷100×14＝0.30～0.75円/kwh
となる。
　以上の計算結果を合計すると、発電総費用は
（5.73＋1.52＋0.65＋0.30）～（14.21＋3.78＋1.62＋0.75）＝8.2～20.36円/kwh
となる。
　3─4．海流発電
　海流発電は発電機が現実に設置されていないため、人件費等の諸費用がデータとして存
在しない。現段階で予測されている発電費用 17.6円/kwhというデータのみがある。
　3─5．発電コスト比較
　以上の計算を基に作ったのが以下の表である。
　表に示されているように、海流発電は発電コストの点で、他のクリーンエネルギーと遜
色ない。また、これまで値段が安く供給安定性に優れるとされてきた原子力発電は、昨年
の東日本大地震による発電所事故により、従来考えられていたよりもはるかに多額の（潜
在的）費用が存在することが明らかとなった。さらに、いったん事故が起きるとその環境
への影響は甚大となることも改めて認識されるようになった。太陽光発電には、このよう
表 3─1　発電方法別コスト計算結果
（円/kwh） 太陽光発電 原子力発電 洋上風力発電 海流発電
出力 1200kw 120万 kw 15万 kw 2000kw
建設費（設備の廃棄費用
を含む）
13.98～ 21.98 0.24 5.73～ 14.21
運転維持費
人件費 2.37 0.55 1.52～ 3.78
修繕費 5.59～ 8.37
諸費 0.65～ 1.62
業務分担日 1.11～ 1.50 0.07 0.30～ 0.75
燃料費 1.47 
事故リスク対応費、追加
的安全対策費用
13.25 
年間発電量（kwh） 126.144万 725760万 38880万
発電費用 23.05～ 37.1 15.58 8.2～ 20.36 17.6
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な問題はないが、供給安定性に欠ける。洋上風力発電もまた、太陽光発電ほどではない
が、やはり供給安定性の点で海流発電に劣っている。以上の他の発電方法の問題点を考え
ると、海流発電は十分に魅力的な発電方法であると言える。
4．漁業補償問題
　ここまでの考察からは、既存の原子力発電、そして太陽光や洋上発電のようなクリーン
エネルギーと比較して、海流発電は非常に有望なエネルギー生産方法であることがわかっ
た。最後に残された検討すべき問題は、冒頭で述べた「設置場所の困難さ」である。本節
ではこの問題を特に漁業権と漁業補償に注目して論じる。
　4─1．漁業権
　海流発電は、海岸から数キロ～数十キロの沖合にタービンを設置し、潮の流れを動力と
して発電を行うというものである。ここで問題になるのが、その設置場所となるべき海域
で操業している漁業従事者との、いわば「海の取り合い」である。つまり、もしある海域
を占有して発電用のタービンを設置し、それにより漁獲に影響が出た場合、ここに補償問
題が生じてくる可能性がある。こういった場合どのような法律が適用され、そこには誰
の、どんな権利が存在するのか。これは海流発電の導入を考える上で避けて通れない問題
である。本項では、漁業に関する法律と権利を、日本の漁業の成立過程を踏まえつつ考え
ていく。
　4─1─1．日本の漁業の成立
　有史以前の昔から行われてきた、日本人の生活と切っても切れない大切な産業である漁
業だが、それ自体の発展や社会の仕組みは古くからさまざまな争いを呼んでいた。
　今も昔も漁業の本拠地である漁村には、網元や船主などの経営者や単なる一乗り組み漁
民等の専漁者、農業との兼業漁者といった、それぞれ漁業への依存度が異なるさまざまな
人々が暮らしている。加えて多種多様な漁具や漁法、漁期をもつ漁業が、複雑な共同利用
形態をとっているのである。このため、水揚げの多い漁場や排他的な漁法である定置網や
刺網の設置場所の取り合い、さらには集落間での漁場の境界をめぐる争いなど無数の紛争
が起きていた。
　ここで、それらの紛争を円満に解決し、漁業生産の安定と漁家の生活を守るためには当
然ある種の強制力が必要となってくる。古くは集落のおきてや漁業者仲間の申し合わせに
よって紛争は一応の解決を見せることが多かったが、それらは互いの力関係によって破ら
れがちであった。江戸時代ではそういった紛争は藩の沙汰によって解決されることもあっ
たという。そしてその藩による決定が、その地方地方で新たな慣行となって根づいていっ
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たのである。　
　明治時代に入ってこの仕組みに大きな変化が起こる。明治新政府が試行錯誤を重ねなが
ら、水面（＝河海湖沼における漁場）の官有化とそこでの漁業の許可制という原則を確立
したのである。その集大成が明治 34年（1901年）に交付された「漁業法典」であり、藩
政期以降の慣行による漁場の私有化に終止符を打ち、現在まで続く漁場利用の仕組みの基
礎となった。これ以後は、制度改革や国際漁場への再進出にともなう制度改正はあるもの
の、それは大きなものではなく今に至っている。現在の漁業の仕組みや権利に関しては次
の項目で述べる。
　4─1─2．現代日本の漁業を取り巻く権利
　先に述べたように、漁業に関して法律で定められた権利が存在しているわけだが、今日
それは細かい規定に分けられている。漁業の種類によってその権利は全くといっていいほ
ど異なっている。ここでは、漁業の種類と個々に異なる権利の概要、あり方について述べ
ていく。
　まず沿岸漁業に関しては、これは送電ケーブルの設置等に関連して考慮する必要がある
が、ここには先に述べた漁業法に基づく漁業権が定められている。漁業法を根拠として、
漁業者集団である漁業協同組合（漁協）に交付される権利が漁業権である。漁業権とは
「特定の期間、特定の海面において特定の漁業を営む」権利であり、「県の免許処分によっ
て交付される」権利である。つまり漁業権を得ることで、県が定めた各々の免許に指定さ
れた位置と広さの漁場において、同様に指定された漁法のみを行う権利が保障されるので
ある。
　沖合、遠洋漁業は、沿岸漁業と異なる。ここには漁業法に定められた漁業権は存在しな
い。しかし誰でもが自由に海面を利用し漁ができるかというとそうではない。農林水産大
臣または都道府県知事の許可制度が採られており、漁船の隻数や規模、操業期間、区域、
漁法などはそれによって制限されている。またここには法律で定められた漁業権は無い
が、慣習上それとほぼ同等の権利が認められている。それは昔から永きに渡って、ある区
域で沖合、遠洋漁業を営んできた団体、個人が適用される。
　4─1─3．発電設備の設置へのハードル
　実際に洋上に発電設備を置く場合、上で挙げた権利に関して漁協や個人事業者との間で
補償問題が生じる。送電ケーブルや、メンテナンス用の設備など占有面積がそれほど大規
模でない沿岸海域においては、それほどコストがかさむとは考えにくいが、大きなタービ
ンを含む発電設備を設置することになる沖合漁業の操業区域における補償は、発電コスト
に大きな影響をもたらす可能性がある。
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　4─2．漁業補償について
　漁業補償の計算方法には、
①　漁業権の消滅の場合　
｛粗収入－経費（自家労費を含む）｝÷利率（0.08）＝年純益×12.5年
 （これに水産資源の将来性等を考慮した額を加算する）　　　　
②　漁業権の制限の場合
消滅の算定額×｛被害率×
（1＋g）n－1
（1＋g）n
｝　g＝利率　n＝制限年数
③　電発補償方式　
｛粗収入－経費（自家労費を含まない）｝÷年利率（0.08）×80％＝年収益÷0.10
という 3つがある。ここで、電発方式というのは電源開発に伴う水没その他による損失補
償要綱による方式のことである。
　しかし、実際の漁業補償ではこの算定方法に基づいての補償が行われていないようであ
る。例えば、福島第一原発建設の際の漁協に対する漁業補償の際には、当初、東電が浜通
りの 7漁協に提示した補償額は 100億円であった。しかし、その後、繰り返し行った交渉
により最終的には 20億円を上乗せすることになった。また、上関原発問題において中電
は 125億円の補償金を出したが、常識的には 60億円程度と言われている。さらに、これ
らの補償額は公表されているものだが、公には公表されず、他の名目で漁協に支払われ
る、いわゆる裏補償というものも存在する。次の新聞記事は、このような不透明な漁業補
償額の決定プロセスをうかがわせるものである。
　中部国際空港の漁業補償をめぐる 3億円裏補償事件。神田県政は「適正な支出だった」と疑
惑にフタをしようと必死です。収まらないのは、納めた税金を不正に使われたと怒る県民で
す。捜査の進展によっては、相乗り県政を激震が襲います。「真相を明らかにせよ」という声
が高まっています。
　事件の舞台は、沖合に中部国際空港の建設と前島の埋め立て工事がすすむ常滑市。1991年、
同市土地開発公社が常滑競艇場南に公共下水道終末処理場や公園施設などの用地として約 20
ヘクタール（第 1期工事）、公共用地として約 30ヘクタール（第 2期工事、のち前島計画 123
ヘクタールに吸収）の海を埋め立てるための事業で、漁業権消滅にたいする補償として常滑市
内の 4漁協に計 27億円を支払う契約をしました。
　その際、当時の中村克巳市長（汚職で逮捕、故人）が常滑漁協 21億円、鬼崎漁協 3億 9310
万円の正式契約とは別に裏補償としてそれぞれ 2億円、1億 600万円を支払うと密約しまし
た。
　空港建設にともなう漁業補償交渉が難航していた 99年、支払われていなかったこの裏補償
を両漁協にたいする漁業補償にもぐりこませるという手法で県が肩代わりしました。名古屋地
検特捜部が県企業庁や県漁業調整推進本部、常滑市、両漁協の関係者から事情聴取をしている
 211海流発電の可能性と漁業補償
といいます。（2002年 10月 20日付愛知民報）
　以上の諸事例から考察すると、漁業補償には国の基準があるものの、その基準に従って
補償額が支払われているかは不透明である。そこで、本研究では、インターネット上で得
られた補償額と上記算定方法で計算される補償額を比較することを試みた。しかし、漁業
収益に関しては、県または大海区レベルのデータしかない。また、補償の受け皿である漁
協の組合員数のデータも得ることが困難であった。このためここでは、以下のデータを利
用した。まず、補償対象漁協と補償額はインターネット上で得ることのできたものを用い
ることとした。それらについて、漁協組合員数は農林水産省の漁業センサスにある海面漁
業による統計にある漁業世帯員から推定した。補償額を組合員数で割ったものが一人あた
りの補償額である。次に電発方式による補償額は、まず漁業経営調査の平成 21年度を用
いて該当する大海区の所得（一漁家あたり）と家族員数の数値を収集し、それらから一人
当たり漁業所得を推計した。次に電発方式を用いて、公式の補償額を求めた。ここで、電
発方式以外の補償額算定式をもちいなかった理由は、それらを用いるだけのデータが得ら
れなかったためである。
　推計結果が、表 4─1に示されている。これらの数値はデータが非常に乏しいなかで推
計されたものであり、数値の正確さは期待できない。この点に注意を喚起した上で、表に
示された計算結果を元に考察する。ここで比較するのは、一漁家当たり補償額（実際の補
償額の推計値）と電発補償方式による計算上の補償額である。表から、諫早湾干拓事業・
上関原発・三番瀬埋め立て事業・福島原発のどれも計算上の補償額のほうが少なくなって
いることが分かる。特に、三番瀬埋め立て事業以外は桁違いの差がある。
　以上のことから、計算上の補償額というものはあくまでも補償額の最低額であり、その
後の組合との交渉により変動していくものだと推察できる。特に、この表に挙げられた事
例に関しては、電発方式で計算される数値よりかなり高い補償額が支払われていることが
うかがえる。
表 4─1　実際の補償額と電発方式に基づいた計算による補償額の比較結果
漁協 補償額 一漁家当た
りの補償額
電発方式に
よる補償額
計算上の補
償額
諫早湾干拓事業 12漁協 243.5億円 15,598,975 15,040,000 4,086,957
上関原発 上関漁協 125億 20,358,306 24,120,000 8,707,581
三番瀬埋め立て
事業
行徳漁協、
南行徳漁協
66億円 14,347,826 40,220,000 10,260,204
福島原発 7漁協 120億円 25,316,455 41,500,000 8,886,510
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　4─3．補償額決定の経済理論
　上の分析から示唆されるのは、漁業補償額が必ずしも漁業の逸失所得に基づいて算出さ
れるのではないということである。このことはどのように理解すればよいのだろうか。ま
た、漁業所得に基づかないとすれば、どのようなメカニズムによって漁業補償額が決定さ
れるのだろうか。その金額は、海流発電の普及可能性に影響を及ぼすとともに、競合する
原子力発電や洋上風力発電の採算可能性にも影響を与える。
　ここでは、漁業補償が、漁業協同組合と電力会社や県など埋め立て事業主体との交渉に
よって決まることに注目する。このような交渉プロセスをモデル化し分析したものとして
Rubinsteinの alternating offers model （Rubinstein, 1982）がある。以下では、このモデル
を修正したものとその結果を紹介する。モデルはMuthoo （1999）の第 5章に紹介されて
いるアウトサイド・オプション付きの交渉ゲームである。
　ゲームは 2人のプレイヤー（A、Bとする）によって行われる。Aと Bは全体で pの分
け前を分割しようとしている。海流発電に伴う漁業補償を想定すれば、pは海流発電で得
られる利潤から漁業をあきらめることによる逸失所得（wBで表わす）を差し引いたもの
である。以下、Aを電力会社、Bを漁協と呼ぶことがある。ゲームは Aが自分の取り分と
して xAを提示する（したがって Bへの補償額は p－xAとなる）。この提示を Bが受け入
れれば交渉成立となって Bは p－xAを受け取り、Aは xAを得ることになる。もし Bが拒
否すると、Bには二つの選択がある。一つめは交渉を打ち切ることである。この場合、B
は wBを受け取る。もう一つの選択は Aに補償額を提案することである。その補償額を xB
であらわす。つまり Bは Aの pに対する取り分として p－xBを提案する。この提案に対
して Aがそれを受け入れればゲームは終わる。このとき、Aと Bがそれぞれ得る取り分
は、dA（p－xB）と dB xBである。ここで dは、割引因子と呼ばれるゼロより大きく 1より
小さな数であり、交渉が遅れることによって、得られる分け前の価値が下がることを意味
している。添え字の A、Bがつけられていることは、この価値減少率がプレイヤーで異な
ることを表している。これらの割引因子から得られる次の値を以下では用いる：
 mA＝
1－dB
1－dAdB
，mB＝
1－dA
1－dAdB
 （4.1）
　もし Aが Bの提案を拒否するならば、Aには 2つのオプションがある。ひとつは交渉
を打ち切ることである。その場合、Aの得る利益はゼロとする（電力会社は何も得られな
いから）。もう一つのオプションは Bに再提案をすることである。このようにして、交渉
が成立するか交渉決裂でない限り、互いに再提案を続けることになる。永遠に再提案が続
く場合には両者の分け前は（当然ながら）ゼロとなる。
　以上のゲームについて、Aと Bのそれぞれが取りうる最適な戦略が次のように表わさ
れることが証明されている（詳しくはMuthoo, 1999を参照）。
 213海流発電の可能性と漁業補償
　命題 （Muthoo, 1999, Proposition 5.1）
　（1）Aから提案 xAを受けた Bは xA  x＊Aのとき、そしてそのときに限り、その提案を受
け入れる。ここで x＊Aは次のように定義される。
 x＊A＝
mAp 　ifwB dBmBp
p－wB　ifwB＞dBmBp
 （4.2）
　Bが交渉を打ち切るのは、xA＞ x＊Aが提案され、かつ dB x＊B  wBのときである。ここで x＊B
は次のように定義される。
 （4.3）
 
x＊B＝
mBp 　if　 wA dAmAp and wB dBmBp
dAwB＋（1－dA）p　if　 wA dA（p－wB） and wB＞dBmBp
p－wA 　if　 wA＞dAmAp and wB dB（p－wA）
p－wA 　if　wA＞dA（p－wB） and wB＞dB（p－wA） 
　また Bが再提案する場合は、x＊Bを提案する。
　（2）Bから提案 xBを受けた Aは xB  x＊Bのとき、そしてそのときに限り、その提案を受
け入れる。Aは常に x＊Aを提案し、自ら交渉を打ち切ることはしない。
　以上の戦略は複雑だが、両者がこの最適戦略に従うときには、Aの最初の提案 x＊Aに対
して、Bが提案を受け入れるか、あるいは交渉の席を立つかのいずれかである。すなわ
ち、（4.2）に示されているように、pとの相対的な関係で wBが大きすぎると、Aは Bに
wBの補償しかしなくなる。この場合には、Bは交渉を打ち切る（正確には提案を受け入
れても交渉を打ち切っても Bにとって同じとなる）。この条件は、
 
wB
p
＞dBmB＝dB 
1－dA
1－dAdB
＝
1－dA
1/dB－dA
＝1－
1－dB
1－dAdB
 （4.4）
と書ける。最後から 2つ目の式からわかるように dBが大きくなると、交渉決裂の条件は
成立が難しくなる（dB＝1ならば決して成立しない）。一方、最後の式からわかるように
dAが大きくなると、この条件は成立しやすくなる。上で述べたように、割引因子 dは時
間の経過とともに価値がどのように減少するかを示す数値である。第 n回目の交渉にお
いて交渉が成立するとき、得られる利益の大きさは
d n－1x
のように表わされる。d＝1ならば価値の減少はない。一方、小さな dでは、交渉が長引
きことで価値は急速に減少する。
　電力会社と漁協の交渉の問題で考えると、漁協側は提案を受け入れなければ、その間漁
業を続けていればよいので、交渉が長引くことを厭わないと考えられる。このことは漁協
の割引因子が 1に近いことを意味する（dB㲔 1）。一方、電力会社側は、交渉が成立し建設
に着手しなければ利益が上がらない。このため、その割引因子は小さな値であると想定で
きる。このことから、交渉が決裂に終わるのは、逸失所得 wBが非常に大きい場合である
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と考えられる。
　さて、交渉が成立する場合、漁協には次の補償額が入る。
 p＝x＊A＝1－
1－dA
1－dAdB  
p, or equvalently, p－x＊A＝ 1－
1－dB
1/dA－dB
p （4.5）
　第一に確認できることは、交渉ゲームから得られる補償額は逸失所得 wBと無関係に決
まることである。前項でみたように、現実の補償額が逸失所得に基づく計算から得られた
ものより大きな額となるが、その補償額は逸失所得と連動していないという事実と、以上
の理論的結果はよく合致している。
　第二に確認できることは、（4.5）の 2番目の表現から、電力会社が早く結果がほしいと
考える（dAが小さい）ほど、漁協の取り分が多くなることが分かる。これは常識と合致
する結果である。では、どのような場合に dAが小さくなるか、であるが、たとえば会社
の命運をかけた大規模計画であるとか、国策で推進されている計画の場合に、そのような
ことがいえるのではないだろうか。原子力発電所の建設がそのようなケースに当たるので
はないかと考えられる。
5．海流発電の優位性
　以上、海流発電について、その環境への影響、発電コスト、そして漁業補償のコストに
ついてみてきた。前 2者については、海流発電は、原子力、太陽光、そして洋上風力発電
と比較して、海流発電は優位か同じ程度に優れていることが分かった。漁業補償のコスト
に関しては、海流発電の建設計画がいまだ存在しないため、その普及の深刻な障害となる
かは不明である。しかし、そのモデル分析から類推されることとして、国策として推進さ
れてきた原子力発電のように高額となることはないと考えられる。同様に漁業補償を考え
ねばならない洋上風力発電との比較においては、理論的には何とも言えない。これは、理
論が正しければ漁家の逸失所得によって補償額が決まるわけではないからである。
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 1）　http://www.npu.go.jp/policy/policy09/archive02_hokoku.html
 2）　http://www.jrtt.go.jp/02Business/Research/pdf/sympoSeikaH23-03b.pdf
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